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原
子
力
損
害
賠
償
請
求
権
の
期
間
制
限
に
つ
い
て関

　

義

央

一　

は
じ
め
に

　

東
日
本
大
震
災
の
発
生
か
ら
丸
四
年
が
過
ぎ
た
。
し
か
し
、
岩
手
、
宮
城
、
福
島
の
東
北
三
県
は
い
ま
だ
復
興
の
途
上
で
あ
り
、

特
に
、
福
島
県
に
お
け
る
東
京
電
力
株
式
会
社
福
島
第
一
・
第
二
原
子
力
発
電
所
事
故
（
以
下
「
本
件
事
故
」
と
い
う
）
の
収
束
へ

の
道
の
り
は
不
透
明
で
あ
る
と
言
わ
ざ
る
を
得
な
い
。
そ
れ
に
伴
い
、
地
元
住
民
へ
の
避
難
指
示
も
長
期
化
し
、
生
活
再
建
も
ま
ま

な
ら
な
い
状
況
が
続
い
て
い
る（
１
）。

　

避
難
住
民
な
ど
被
害
者
の
救
済
の
た
め
に
は
、
本
件
事
故
に
よ
り
生
じ
た
原
子
力
損
害
に
つ
い
て
、
原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す

る
法
律
（
以
下
「
原
賠
法
」
と
い
う
）
に
基
づ
く
東
京
電
力
株
式
会
社
（
以
下
「
東
電
」
と
い
う
）
か
ら
の
誠
実
な
対
応
に
よ
る
迅

速
、
公
平
か
つ
適
正
な
賠
償
の
実
施
が
不
可
欠
で
あ
る（
２
）。
実
際
、
こ
れ
ま
で
に
東
電
に
は
被
害
者
か
ら
各
損
害
項
目
に
つ
き
膨
大
な

数
の
賠
償
請
求（
３
）が
な
さ
れ
、
そ
の
う
ち
の
多
く
の
事
例
で
法
的
紛
争
が
生
じ
て
い
る
と
こ
ろ
、
原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
し
て
紛
争
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が
生
じ
た
場
合
に
お
け
る
和
解
の
仲
介
や
原
子
力
損
害
の
範
囲
の
判
定
の
指
針
の
よ
う
な
当
該
紛
争
の
当
事
者
に
よ
る
自
主
的
な
解

決
に
資
す
る
一
般
的
な
指
針
の
策
定
を
目
的
と
す
る
文
部
科
学
省
の
原
子
力
損
害
賠
償
紛
争
審
査
会
（
原
賠
法
一
八
条
。
以
下
「
審

査
会
」
と
い
う
）
は
、
本
件
事
故
の
被
害
者
の
東
電
に
対
す
る
賠
償
請
求
に
つ
い
て
、
そ
の
下
部
組
織
と
し
て
原
子
力
損
害
賠
償
紛

争
解
決
セ
ン
タ
ー
（
以
下
「
原
賠
Ａ
Ｄ
Ｒ
」）
を
設
置
し
（
原
賠
法
一
八
条
三
項
、
原
子
力
損
害
賠
償
紛
争
審
査
会
の
組
織
等
に
関

す
る
政
令
（
以
下
「
審
査
会
組
織
令
」
と
い
う
）
一
三
条
、
原
子
力
損
害
賠
償
紛
争
解
決
セ
ン
タ
ー
和
解
仲
介
業
務
規
程
一
条
）、

円
滑
、
迅
速
、
か
つ
公
正
な
紛
争
解
決
に
尽
力
し
て
い
る
。
し
か
し
、
い
ま
だ
仲
介
手
続
が
終
決
し
な
い
事
案
が
多
数
残
さ
れ
て
い

る（
４
）。

　

す
べ
て
の
原
子
力
損
害
賠
償
に
関
す
る
紛
争
が
終
決
し
な
い
中
で
、
特
に
問
題
と
な
っ
た
の
は
、
後
述
す
る
よ
う
な
原
子
力
損
害

に
係
る
賠
償
請
求
権
（
以
下
「
原
子
力
損
害
賠
償
請
求
権
」
と
い
う
）
の
時
効
に
よ
る
消
滅
と
い
う
時
の
「
壁（
５
）」

を
い
か
に
克
服
す

る
か
で
あ
っ
た
。

　

そ
こ
で
、
二
〇
一
三
年
に
そ
の
対
策
と
し
て
、「
東
日
本
大
震
災
に
係
る
原
子
力
損
害
賠
償
紛
争
に
つ
い
て
の
原
子
力
損
害
賠
償

紛
争
審
査
会
に
よ
る
和
解
仲
介
手
続
の
利
用
に
係
る
時
効
の
中
断
の
特
例
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
原
賠
Ａ
Ｄ
Ｒ
時
効
中
断
特
例
法
」

と
い
う
）」
お
よ
び
「
東
日
本
大
震
災
に
お
け
る
原
子
力
発
電
所
の
事
故
に
よ
り
生
じ
た
原
子
力
損
害
に
係
る
早
期
か
つ
確
実
な
賠

償
を
実
現
す
る
た
め
の
措
置
及
び
当
該
原
子
力
損
害
に
係
る
賠
償
請
求
権
の
消
滅
時
効
等
の
特
例
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
原
賠
時

効
特
例
法
」
と
い
う
）」
と
い
う
二
法
が
相
次
い
で
国
会
に
て
成
立
・
施
行
さ
れ
た
。

　

本
稿
は
以
下
、
上
記
二
法
制
定
の
背
景
お
よ
び
そ
の
内
容
を
解
説
す
る
と
と
も
に
、
残
さ
れ
た
課
題
に
つ
い
て
検
討
す
る
。
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二　

問
題
の
所
在
―
原
賠
法
と
民
法
七
二
四
条
―

１　

民
法
上
の
消
滅
時
効
と
除
斥
期
間

（
一
）
民
法
上
の
時
効

　

法
律
に
お
け
る
時
効
と
い
う
と
、
検
挙
さ
れ
て
い
な
い
犯
人
が
警
察
の
追
手
か
ら
「
逃
げ
切
れ
る
か
」
と
い
う
意
味
で
の
刑
事
訴

訟
法
上
の
「
公
訴
時
効（
６
）」
が
有
名
で
あ
る
が
、
民
事
法
に
お
い
て
も
時
効
は
存
在
す
る
。

　

そ
の
一
般
法
で
あ
る
民
法
に
お
け
る
時
効
は
、
一
定
の
事
実
状
態
が
永
続
す
る
場
合
に
、
そ
れ
が
真
実
の
権
利
状
態
と
一
致
す
る

か
否
か
を
問
わ
ず
、
そ
の
事
実
状
態
を
そ
の
ま
ま
権
利
関
係
と
し
て
認
め
よ
う
と
す
る
制
度
で
あ
る（
７
）。
そ
の
う
ち
、
法
律
に
規
定
さ

れ
て
い
る
一
定
の
期
間
あ
る
権
利
を
行
使
し
な
い
と
い
う
法
律
要
件
に
よ
り
そ
の
権
利
の
消
滅
と
い
う
法
律
効
果
を
生
ず
る
制
度
を

「
消
滅
時
効
」
と
呼
び
、
民
法
に
規
定
さ
れ
て
い
る
一
定
の
期
間
あ
る
権
利
の
行
使
に
該
当
す
る
事
実
が
継
続
し
て
存
在
し
た
と
い

う
法
律
要
件
に
よ
り
そ
の
権
利
の
取
得
と
い
う
法
律
効
果
を
生
ず
る
制
度
を
「
取
得
時
効
」
と
呼
ぶ（
８
）。

（
二
）
消
滅
時
効
と
除
斥
期
間
の
差
異

　

ま
た
、
明
文
の
規
定
は
な
い
も
の
の
、
解
釈
上
認
め
ら
れ
て
い
る
消
滅
時
効
類
似
の
制
度
と
し
て
「
除
斥
期
間
」
が
あ
る
。
こ
れ

は
権
利
関
係
を
速
や
か
に
確
定

0

0

0

0

0

0

さ
せ
る
た
め
、
一
定
の
権
利
に
つ
い
て
法
律
の
予
定
す
る
存
続
期
間
で
あ（
９
）る（
（（
（

。

　

消
滅
時
効
と
の
違
い
は
、
①
中
断
（
民
法
一
四
七
条
以
下
）
が
認
め
ら
れ
な
い
、
②
当
事
者
の
援
用
（
同
一
四
五
条
）
を
必
要
と

し
な
い
、
③
権
利
の
発
生
し
た
時
を
起
算
点
と
す
る
、
④
権
利
消
滅
の
効
果
は
遡
及
し
な
い
（
同
一
四
四
条
の
反
対（
（（
（

）。
そ
し
て
、

⑤
②
と
の
関
連
で
、
権
利
者
が
相
手
方
の
期
間
経
過
の
主
張
に
つ
き
、
信
義
則
・
権
利
濫
用
の
主
張
を
す
る
こ
と
は
許
さ
れ
な
い（
（（
（

。

こ
の
う
ち
①
の
中
断
と
は
、
時
効
の
進
行
中
に
時
効
を
覆
す
よ
う
な
事
情
が
生
じ
た
こ
と
を
理
由
と
し
て
そ
れ
ま
で
の
時
効
期
間
の
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経
過
を
全
く
無
意
味
に
す
る
こ
と
で
あ
る
。
中
断
事
由
が
終
了
す
る
と
そ
こ
か
ら
新
た
な
時
効
が
進
行
す
る（
（（
（

。

　

な
お
、
⑥
民
法
制
定
直
後
は
起
草
者
に
よ
り
停
止
（
同
一
五
八
条
以
下
）
も
認
め
ら
れ
な
い
と
解
さ
れ
て
い
た（
（（
（

。
時
効
の
停
止
と

は
、
時
効
完
成
の
間
際
に
、
権
利
者
が
時
効
中
断
の
た
め
の
措
置
を
と
る
こ
と
が
不
可
能
ま
た
は
著
し
く
困
難
な
事
情
が
発
生
し
た

場
合
に
、
時
効
に
よ
っ
て
不
利
益
を
受
け
る
権
利
者
を
保
護
し
て
、
そ
の
事
情
の
消
滅
後
一
定
期
間
が
経
過
す
る
ま
で
、
時
効
の
完

成
を
延
期
す
る
こ
と
を
い
う（
（（
（

。
し
か
し
近
年
で
は
、
民
法
一
六
一
条
（
天
災
等
に
よ
る
時
効
の
停
止
）
の
類
推
適
用
を
認
め
る
見
解

が
有
力
で
あ
る（
（（
（

。
判
例
は
、
類
推
適
用
は
直
接
的
に
は
認
め
な
い
も
の
の
、
特
段
の
事
情
が
あ
る
場
合
に
、
各
停
止
規
定
の
「
法
意

に
照
ら
し
て
」
期
間
の
経
過
に
よ
る
権
利
消
滅
は
生
じ
な
い
と
し
た
も
の
が
あ
る（
（（
（

。

２　

原
子
力
損
害
賠
償
請
求
権
の
消
滅
時
効
・
除
斥
期
間

（
一
）
民
法
七
二
四
条
―
二
重
期
間
制
限
―
の
適
用

　

さ
て
、
事
故
に
よ
る
損
害
賠
償
の
根
拠
と
な
る
民
法
上
の
不
法
行
為
規
定
（
七
〇
九
条
以
下
）
の
特
別
法
で
は
、
当
該
特
別
法
に

規
定
の
な
い
規
範
に
つ
い
て
は
民
法
を
適
用
（
準
用
）
す
る
場
合
が
あ
る
。
た
と
え
ば
、
代
表
的
な
不
法
行
為
の
特
別
法
で
あ
る
国

家
賠
償
法
は
民
法
の
規
定
の
適
用
を
明
文
で
認
め
て
い
る
（
四
条
）。
他
方
、
や
は
り
民
法
の
損
害
賠
償
規
定
の
特
別
法
と
さ
れ
る

原
賠
法
に
は
民
法
の
規
定
の
適
用
を
認
め
る
規
定
は
存
在
し
な
い
。
し
か
し
、
解
釈
上
責
任
発
生
の
要
件
等
に
関
す
る
規
定
（
た
と

え
ば
民
法
七
〇
九
条
）
以
外
の
民
法
の
規
定
は
原
子
力
損
害
賠
償
責
任
に
対
し
て
も
な
お
適
用
が
あ
る
と
さ
れ
る（
（（
（

。
し
た
が
っ
て
、

原
子
力
損
害
賠
償
請
求
権
（
債
権
）
に
は
、
不
法
行
為
の
期
間
制
限
規
定
で
あ
る
民
法
七
二
四
条
が
適
用
さ
れ
る
。

　

本
条
に
は
二
重
の
期
間
制
限
が
規
定
さ
れ
て
お
り
、
①
被
害
者
又
は
そ
の
法
定
代
理
人
が
損
害
及
び
加
害
者
を
知
っ
た
時
か
ら
三

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

年0

（
同
条
前
段
）、
も
し
く
は
②
不
法
行
為
の
時
か
ら
二
〇
年

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

（
同
条
後
段
）
で
権
利
が
消
滅
す
る
。
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①
の
期
間
制
限
の
法
的
性
質
は
、
条
文
の
文
言
通
り
消
滅
時
効
と
解
さ
れ
て
い
る
。
①
の
期
間
が
「
三
年
」
と
一
般
債
権
の
消
滅

時
効
期
間
「
一
〇
年
（
民
法
一
六
七
条
一
項
）」
よ
り
大
幅
に
短
く
な
っ
て
い
る
の
は
、
ⅰ
取
引
と
は
異
な
る
不
慮
の
事
故
の
よ
う

な
不
法
行
為
に
お
け
る
証
拠
の
散
逸
か
ら
生
じ
る
加
害
者
側
の
免
責
立
証
困
難
性
を
救
済
す
る
た
め（
（（
（

、
ⅱ
被
害
者
の
憤
怒
の
感
情
が

鎮
静
化
す
る
た
め（
（（
（

、
ⅲ
被
害
者
た
る
権
利
者
が
何
ら
か
の
理
由
か
ら
期
間
内
に
請
求
す
る
こ
と
を
断
念
し
た
と
い
う
加
害
者
た
る
賠

償
義
務
者
の
信
頼（
（（
（

と
い
っ
た
理
由
が
挙
げ
ら
れ
る（
（（
（

。
以
上
の
理
由
は
、
加
害
者
の
利
益
を
一
方
的
に
図
っ
て
い
る
よ
う
に
思
わ
れ
る

が
、
他
方
で
時
効
の
起
算
点
を
被
害
者
の
認
識
に
か
か
ら
し
め
て
権
利
行
使
の
機
会
が
な
い
間
に
損
害
賠
償
請
求
権
を
失
う
こ
と
が

な
い
よ
う
に（
（（
（

権
利
行
使
の
被
害
者
の
利
益
を
保
護
し
、
バ
ラ
ン
ス
を
図
っ
て
い
る（
（（
（

。

　

一
方
、
②
の
法
的
性
質
に
つ
い
て
判
例
は
、「
同
様
と
す
る
」
と
い
う
文
言
を
除
斥
期
間
と
解
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
本
条
が
「
そ

の
前
段
で
三
年
の
短
期
の
時
効
に
つ
い
て
規
定
し
、
更
に
同
条
後
段
で
二
〇
年
の
長
期
の
時
効
を
規
定
し
て
い
る
と
解
す
る
こ
と
は
、

不
法
行
為
を
め
ぐ
る
法
律
関
係
の
速
や
か
な
確
定
を
意
図
す
る

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

同
条
の
規
定
の
趣
旨
に
沿
わ
ず
、
む
し
ろ
同
条
前
段
の
三
年
の
時
効

は
損
害
及
び
加
害
者
の
認
識
と
い
う
被
害
者
側
の
主
観
的
な
事
情
に
よ
っ
て
そ
の
完
成
が
左
右
さ
れ
る
が
、
同
条
後
段
の
二
〇
年
の

期
間
は
被
害
者
側
の
認
識
の
い
か
ん
を
問
わ
ず
一
定
の
時
の
経
過
に
よ
っ
て
法
律
関
係
を
確
定
さ
せ
る
た
め
請
求
権
の
存
続
期
間
を

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

画
一
的
に
定
め
た

0

0

0

0

0

0

0

も
の（
（（
（

」
と
す
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
本
件
事
故
に
お
け
る
原
子
力
損
害
賠
償
請
求
権
に
対
し
、
被
害
者
の
事
情
に
関

わ
ら
な
い
客
観
的
な
起
算
点
に
よ
る
長
期
の
除
斥
期
間
と
被
害
者
の
認
識
に
か
か
る
主
観
的
な
起
算
点
に
よ
る
短
期
消
滅
時
効
と
い

う
二
重
の
「
時
の
壁
」
が
完
成
す
る
。

（
二
）
短
期
消
滅
時
効
完
成
の
危
惧

　

で
は
、
本
件
事
故
に
お
い
て
①
の
起
算
点
で
あ
る
「
損
害
及
び
加
害
者
を
知
っ
た
時
」
と
は
ど
の
時
点
か
。
こ
の
点
、
避
難
に
関

わ
る
損
害
や
営
業
損
害
な
ど
本
件
事
故
と
の
因
果
関
係
が
明
確
な
損
害
に
お
い
て
は
、
損
害
が
発
生
し
た
時
点
で
損
害
お
よ
び
加
害
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者
に
つ
い
て
の
認
識
は
あ
っ
た
と
思
わ
れ
る（
（（
（

。
ま
た
、
判
例（
（（
（

は
、
本
件
事
故
の
よ
う
な
加
害
行
為
と
損
害
の
発
生
が
日
々
継
続
す
る

継
続
的
不
法
行
為
の
場
合
、
損
害
は
日
々
新
た
に
発
生
し
、
被
害
者
が
こ
れ
を
知
っ
た
時
か
ら
時
効
が
進
行
す
る
と
し
て
い
る
。
し

た
が
っ
て
、
た
と
え
ば
本
件
事
故
当
日
に
避
難
指
示
に
よ
り
避
難
し
た
場
合
、
損
害
及
び
加
害
者
を
知
っ
て
い
る
限
り
に
お
い
て
、

最
短
で
二
〇
一
四
年
三
月
一
一
日
の
経
過
に
よ
っ
て
、
す
な
わ
ち
同
年
三
月
一
二
日
午
前
〇
時（
（（
（

に
消
滅
時
効
が
完
成
す
る
こ
と
に
な

る（
（（
（

。

　

以
上
の
よ
う
な
三
年
の
短
期
消
滅
時
効
の
問
題
に
加
え
、
い
ま
だ
本
件
事
故
の
終
結
と
は
言
え
な
い
状
況
か
つ
被
害
者
の
範
囲
が

極
め
て
広
範
な
上
に
、
避
難
生
活
が
長
期
化
す
る
な
ど
し
て
今
後
の
見
通
し
が
立
た
な
い
こ
と
か
ら
、
直
ち
に
原
子
力
損
害
賠
償
請

求
権
の
行
使
が
で
き
な
い
被
害
者
か
ら
は
、
本
件
事
故
発
生
か
ら
三
年
経
過
後
は
東
電
が
消
滅
時
効
を
主
張
し
、
損
害
賠
償
を
受
け

ら
れ
な
く
な
る
と
い
う
危
惧
が
生
じ
て
い
た
。

３　

東
電
の
見
解

　

そ
の
よ
う
な
中
、
文
部
科
学
省
は
、
二
〇
一
二
年
一
二
月
に
研
究
開
発
局
長
名
で
「
平
成
二
三
年
原
子
力
事
故
に
係
る
損
害
賠
償

請
求
権
の
消
滅
時
効
に
関
す
る
要
請
」
を
東
電
社
長
あ
て
に
送
付
し
、
短
期
消
滅
時
効
の
起
算
点
や
中
断
事
由
な
ど
に
つ
い
て
柔
軟

な
対
応
を
求
め
た
。

　

そ
れ
に
対
し
、
東
電
は
翌
年
二
月
「
原
子
力
損
害
賠
償
債
権
の
消
滅
時
効
に
関
す
る
弊
社
の
考
え
方
に
つ
い
て（
（（
（

」
を
公
表
し
、
消

滅
時
効
が
完
成
し
て
も
直
ち
に
時
効
を
援
用
す
る
こ
と
を
考
え
て
い
な
い
こ
と
に
加
え
、
①
消
滅
時
効
の
起
算
点
を
東
電
が
各
種
損

害
に
つ
き
、「
賠
償
請
求
の
受
付
を
そ
れ
ぞ
れ
開
始
し
た
時
」
と
考
え
る
こ
と
、
②
東
電
か
ら
被
害
者
へ
の
ダ
イ
レ
ク
ト
メ
ー
ル
や

請
求
書
の
送
付
を
時
効
中
断
事
由
の
「
債
務
の
承
認
（
民
法
一
四
七
条
三
号
）」
と
解
し
、
そ
れ
ら
を
被
害
者
が
受
領
す
る
た
び
に
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進
行
中
の
時
効
期
間
が
中
断
し
、
新
た
な
時
効
期
間
が
進
行
す
る
と
考
え
て
い
る
こ
と
、
そ
し
て
③
本
件
事
故
当
時
、
避
難
等
対
象

区
域
に
居
住
し
て
い
な
か
っ
た
及
び
同
地
域
で
事
業
を
し
て
い
な
か
っ
た
被
害
者
に
つ
い
て
も
、
時
効
の
完
成
を
も
っ
て
一
律
に
賠

償
を
拒
否
す
る
こ
と
は
考
え
て
お
ら
ず
、
時
効
完
成
後
も
請
求
者
の
個
別
の
事
情
を
踏
ま
え
、
消
滅
時
効
に
関
し
て
柔
軟
な
対
応
を

行
う
こ
と
を
考
え
て
い
る
こ
と
を
表
明
し
た
。

　

し
か
し
、
こ
れ
ら
の
見
解
に
対
し
て
は
、
日
本
弁
護
士
連
合
会
（
以
下
「
日
弁
連
」
と
い
う
）
よ
り
、
実
際
に
そ
の
通
り
行
わ
れ

る
か
は
東
電
の
運
用
に
か
か
っ
て
お
り
、
不
確
実
で
あ
る
た
め
、
東
電
の
判
断
に
よ
っ
て
は
被
害
者
が
不
安
定
な
立
場
に
置
か
れ
る

と
し
て
、
民
法
七
二
四
条
の
不
適
用
及
び
新
規
の
期
間
制
限
設
定
に
つ
い
て
特
別
の
立
法
措
置
を
求
め
る
意
見
書
が
出
さ
れ
た（
（（
（

。

三　

原
賠
Ａ
Ｄ
Ｒ
時
効
中
断
特
例
法

１　

目
的

　

国
も
本
件
事
故
に
関
し
て
現
在
の
期
間
制
限
制
度
、
特
に
三
年
の
短
期
消
滅
時
効
が
適
用
さ
れ
る
現
状
を
看
過
し
て
い
た
わ
け
で

は
な
か
っ
た
。
た
だ
、
国
が
問
題
視
し
て
い
た
の
は
、
新
規
の
期
間
制
限
設
定
と
い
っ
た
課
題
で
は
な
く
、
よ
り
現
実
的
な
短
期
消

滅
時
効
と
原
賠
Ａ
Ｄ
Ｒ
に
関
す
る
不
安
で
あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
約
三
〇
〇
〇
件
の
案
件
が
審
査
会
（
実
質
的
に
は
原
賠
Ａ
Ｄ
Ｒ
。

以
下
同
じ
）
が
行
う
和
解
の
仲
介
の
手
続
き
に
係
属
中
で
あ
っ
た
状
況
を
踏
ま
え
る
と
、
既
述
し
た
本
件
事
故
に
お
け
る
原
子
力
損

害
賠
償
請
求
権
の
短
期
消
滅
時
効
の
最
短
で
の
完
成
時
に
全
て
の
案
件
を
処
理
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
た
と
こ
ろ
、

和
解
の
仲
介

0

0

の
申
立
て
は
、
和
解
の
申
立
て
（
民
事
訴
訟
法
二
七
五
条
）
と
は
異
な
り
時
効
中
断
効
が
認
め
ら
れ
て
い
な
い
た
め
、

和
解
の
仲
介
の
手
続
を
利
用
し
て
い
る
被
害
者
は
、
時
効
の
完
成
前
に
和
解
が
な
さ
れ
る
見
込
み
が
な
い
場
合
に
は
訴
訟
手
続
に
移

行
せ
ざ
る
を
得
ず
、
ま
た
、
新
た
に
和
解
の
仲
介
の
手
続
を
利
用
と
す
る
被
害
者
も
、
和
解
の
仲
介
の
途
中
で
損
害
賠
償
請
求
権
の
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消
滅
時
効
期
間
が
経
過
す
る
こ
と
を
懸
念
し
て
、
そ
の
利
用
を
躊
躇
す
る
可
能
性
が
あ
っ
た（
（（
（

。

　

そ
こ
で
、
和
解
仲
介
手
続
き
の
途
中
で
時
効
期
間
が
経
過
し
た
場
合
で
も
、
審
査
会
に
よ
る
和
解
の
仲
介
に
時
効
中
断
効
を
付
与

し
、
被
害
者
に
と
っ
て
利
点
の
あ
る
和
解
の
仲
介
の
活
用
を
促
進
す
る
た
め
、
原
賠
Ａ
Ｄ
Ｒ
時
効
中
断
特
例
法
案
が
内
閣
よ
り
国
会

に
提
出
さ
れ
、
二
〇
一
三
年
五
月
に
衆
参
両
院
で
可
決
・
成
立
し
、
同
年
六
月
五
日
に
公
布
、
即
日
施
行
さ
れ
た（
（（
（

。

２　

内
容

　

こ
の
法
律
は
二
条
か
ら
な
っ
て
お
り
、
ま
ず
本
法
の
趣
旨
と
し
て
、
東
日
本
大
震
災
に
お
け
る
本
件
事
故
に
係
る
原
子
力
損
害
賠

償
紛
争
に
つ
い
て
審
査
会
が
行
う
和
解
の
仲
介
の
手
続
の
利
用
に
関
し
、
時
効
の
中
断
の
特
例
に
つ
い
て
定
め
る
と
す
る
（
一
条
）。

　

そ
し
て
具
体
的
に
は
、
審
査
会
が
和
解
の
仲
介
を
政
令
で
定
め
る
理
由
に
よ
り
打
ち
切
っ
た
場
合

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

に
お
い
て
、
当
該
和
解
の
仲
介

の
申
立
て
を
し
た
者
が
そ
の
旨
の
通
知
を
受
け
た
日
か
ら
一
月
以
内

0

0

0

0

に
当
該
和
解
の
仲
介
の
目
的
と
な
っ
た
請
求
に
つ
い
て
訴
え
を

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

提
起

0

0

し
た
と
き
は
、
時
効
の
中
断
に
関
し
当
該
和
解
の
仲
介
の
申
立
て
の
時
に
訴
え
の
提
起
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
す
と
し
た
（
二

条
）。
つ
ま
り
、
和
解
の
仲
介
の
申
立
て
の
時
点
で
時
効
の
中
断
事
由
で
あ
る
請
求
（
民
法
一
四
七
条
一
号
）
が
あ
っ
た
と
み
な
す

こ
と
で
、
そ
の
時
点
か
ら
の
時
効
中
断
効
を
理
論
上
可
能
に
し
た
の
で
あ
る
。

「
政
令
で
定
め
る
理
由
」
は
「
東
日
本
大
震
災
に
係
る
原
子
力
損
害
賠
償
紛
争
に
つ
い
て
の
原
子
力
損
害
賠
償
紛
争
審
査
会
に
よ
る

和
解
仲
介
手
続
の
利
用
に
係
る
時
効
の
中
断
の
特
例
に
関
す
る
法
律
第
二
条
の
理
由
を
定
め
る
政
令
」
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
て
お
り
、

「
和
解
の
仲
介
に
よ
っ
て
は
申
立
て
に
係
る
東
日
本
大
震
災
に
係
る
原
子
力
損
害
賠
償
紛
争
が
解
決
さ
れ
る
見
込
み
が
な
い
こ
と
」

の
み
が
本
法
の
適
用
を
受
け
る
理
由
と
さ
れ
た
。
も
っ
と
も
、
審
査
会
組
織
令
一
一
条
一
項
は
、
審
査
会
に
よ
る
和
解
の
仲
介
の
打

切
り
が
可
能
な
場
合
を
、「
申
立
て
に
係
る
紛
争
が
解
決
さ
れ
る
見
込
み
が
な
い
と
認
め
る
と
き
」
と
し
て
お
り
、
こ
の
点
で
大
き
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な
差
異
は
な
く
、
時
効
の
中
断
が
認
め
ら
れ
る
打
切
り
と
認
め
ら
れ
な
い
打
切
り
に
仕
分
け
さ
れ
る
こ
と
は
な
い
と
解
さ
れ
る（
（（
（

。

３　

考
察

（
一
）
制
定
の
意
義

　

本
法
に
よ
り
、
一
定
の
要
件
の
下
で
審
査
会
の
和
解
仲
介
手
続
を
利
用
し
て
い
る
被
害
者
の
原
子
力
損
害
賠
償
請
求
権
に
つ
い
て

は
時
効
が
中
断
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
類
似
の
立
法
は
既
に
民
間
の
Ａ
Ｄ
Ｒ（
（（
（

（
裁
判
外
紛
争
解
決
手
続
の
利
用
の
促
進
に
関
す
る

法
律
二
五
条
一
項
）
や
公
害
紛
争
に
お
け
る
調
停
委
員
会
の
調
停
（
公
害
紛
争
処
理
法
三
六
条
の
二
）
で
な
さ
れ
て
お
り
、
同
じ
く

訴
訟
外
の
紛
争
解
決
手
続
で
あ
る
原
賠
Ａ
Ｄ
Ｒ
に
お
い
て
も
同
様
の
制
度
を
導
入
し
た
と
い
え
る
。

（
二
）
要
件
か
ら
生
じ
る
限
界

　

し
か
し
、
時
効
中
断
効
が
生
じ
る
の
は
、
審
査
会
の
和
解
仲
介
の
目
的
と
さ
れ
、
そ
の
後
に
提
起
さ
れ
る
訴
訟
で
も
請
求
が
さ
れ

た
「
同
一
の
損
害
」
に
限
ら
れ
る
。
そ
の
上
、
本
法
で
救
済
さ
れ
る
被
害
者
の
範
囲
も
審
査
会
の
和
解
仲
介
手
続
を
利
用
し
、
そ
れ

が
「
打
切
り
」
に
よ
っ
て
終
了
し
た
被
害
者
に
限
ら
れ
る（
（（
（

。
し
た
が
っ
て
、
審
査
会
の
和
解
仲
介
手
続
を
利
用
せ
ず
東
電
と
直
接
交

渉
中
で
あ
っ
た
り
、
い
ま
だ
請
求
に
至
っ
て
い
な
い
被
害
者
の
賠
償
請
求
権
の
扱
い
が
大
き
な
問
題
と
し
て
残
っ
て
し
ま
っ
た（
（（
（

。
ま

た
、
損
害
は
多
種
多
様
で
あ
る
た
め
、
既
に
審
査
会
の
和
解
仲
介
手
続
を
利
用
し
て
い
る
被
害
者
も
一
部
の
請
求
項
目
で
合
意
が
可

能
な
場
合
で
も
、
時
効
消
滅
を
避
け
る
た
め
損
害
全
体
に
つ
い
て
打
切
り
を
選
択
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な
る
不
都
合
も
指
摘
さ
れ

て
い
る（
（（
（

。
時
効
中
断
に
か
か
る
損
害
の
範
囲
は
大
き
な
問
題
で
あ
り
、
本
件
事
故
の
よ
う
に
損
害
が
多
様
な
上
に
、
同
一
の
損
害
項

目
の
中
で
も
異
質
性
を
有
す
る
場
合
は
、
慎
重
か
つ
丁
寧
な
対
応
が
必
要
で
あ
る
。
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４　

制
定
後
の
動
向

（
一
）
東
電
の
対
応

　

本
法
施
行
直
後
の
六
月
二
五
日
、
東
電
は
「
原
子
力
損
害
賠
償
債
権
の
消
滅
時
効
に
関
す
る
弊
社
の
具
体
的
な
対
応
に
つ
い
て（
（（
（

」

を
公
表
し
、
具
体
的
な
消
滅
時
効
に
関
す
る
柔
軟
な
対
応
と
し
て
、
①
東
電
と
の
協
議
期
間
中
被
害
者
の
賠
償
請
求
権
の
消
滅
時
効

は
事
実
上
停
止

0

0

0

0

0

し
て
い
る
も
の
と
し
て
扱
う
こ
と
、
②
協
議
に
よ
っ
て
も
最
終
的
な
合
意
に
至
ら
な
か
っ
た
場
合
、
被
害
者
が
原
賠

Ａ
Ｄ
Ｒ
に
よ
る
和
解
仲
介
手
続
や
訴
訟
等
を
申
立
て
る
た
め
に
必
要
と
考
え
ら
れ
る
合
理
的
な
期
間

0

0

0

0

0

0

は
、
時
効
は
完
成
し
な
い
も
の

と
し
て
扱
う
こ
と
、
③
消
滅
時
効
の
完
成
後
に
本
賠
償
の
請
求
を
受
け
た
場
合
も
誠
実
に
協
議
を
行
い
、
そ
の
上
で
、
協
議
期
間
の

終
了
後
合
理
的
な
期
間

0

0

0

0

0

0

は
、
時
効
は
完
成
し
な
い
も
の
と
し
て
扱
う
こ
と
を
表
明
し
た
。

　

し
か
し
、
既
述
し
た
よ
う
に
、
東
電
の
運
用
の
担
保
が
さ
れ
て
お
ら
ず
、
や
は
り
被
害
者
が
不
安
定
な
立
場
に
置
か
れ
る
た
め
、

再
度
日
弁
連
よ
り
意
見
書
が
公
表
さ
れ
る
に
至
っ
た（
（（
（

。

（
二
）
国
会
の
附
帯
決
議

　

一
方
、
国
会
で
は
原
賠
Ａ
Ｄ
Ｒ
時
効
中
断
特
例
法
案
の
審
議
の
際
、
本
件
事
故
の
原
子
力
損
害
賠
償
請
求
権
に
つ
い
て
は
、「
全

て
の
被
害
者
が
十
分
な
期
間
に
わ
た
り
賠
償
請
求
権
の
行
使
が
可
能
と
な
る
よ
う
、
短
期
消
滅
時
効
及
び
消
滅
時
効
・
除
斥
期
間
に

関
し
て
検
討
を
加
え
、
法
的
措
置
の
検
討
を
含
む
必
要
な
措
置
を
講
じ
る
こ
と
」
を
要
望
す
る
附
帯
決
議
が
全
会
一
致
で
可
決
さ
れ

て
い
た（
（（
（

。
特
に
参
議
院
で
は
、「
平
成
二
五
年
度
中
」
と
期
限
を
区
切
っ
た
決
議
が
さ
れ
て
い
た
。

　

そ
こ
で
、
日
本
の
立
法
史
上
初
め
て
、
特
定
の
環
境
汚
染
事
故
に
関
す
る
損
害
賠
償
請
求
権
の
期
間
制
限
に
何
ら
か
の
修
正
を
加

え
る
方
向
性
が
出
て
き
た
の
で
あ
る
。
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四　

原
賠
時
効
特
例
法

１　

経
過

　

二
〇
一
三
年
一
一
月
、
自
由
民
主
党
・
公
明
党
の
連
立
与
党
は
、
被
害
者
が
差
し
迫
る
消
滅
時
効
の
完
成
を
懸
念
す
る
こ
と
な
く
、

早
期
か
つ
確
実
に
本
件
事
故
の
原
子
力
損
害
に
係
る
賠
償
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
の
法
的
措
置
の
検
討
を
開
始

し
た（
（（
（

。
具
体
的
に
は
、
本
件
事
故
の
原
子
力
損
害
賠
償
請
求
権
の
期
間
制
限
に
つ
い
て
の
特
例
法
の
制
定
に
向
け
て
協
議
を
開
始
し
、

そ
の
後
野
党
か
ら
も
賛
同
を
得
て
、
議
員
立
法
と
し
て
提
出
さ
れ
た
。

　

本
法
案
は
衆
参
両
院
の
審
議
の
結
果
、
全
会
一
致
で
可
決
・
成
立
し
、
同
年
一
二
月
一
一
日
に
公
布
、
即
日
施
行
さ
れ
た
。

２　

内
容

　

本
法
は
全
三
条
か
ら
な
り
、
ま
ず
趣
旨
と
し
て
、
本
件
事
故
に
よ
る
災
害
が
大
規
模
で
長
期
間
に
わ
た
る
未
曽
有
の
も
の
で
あ
る

こ
と
を
前
提
に
、
本
件
事
故
に
よ
る
被
害
者
を
「
特
定
原
子
力
損
害
の
被
害
者
」
と
し
た
上
で
、
こ
の
被
害
者
の
中
に
、
①
今
な
お

不
自
由
な
避
難
生
活
を
余
儀
な
く
さ
れ
、
そ
の
被
っ
た
損
害
の
額
の
算
定
の
基
礎
と
な
る
証
拠
の
収
集
に
支
障
を
来
し
て
い
る
者
が

多
く
存
在
す
る
こ
と
、
②
個
々
の
特
定
原
子
力
損
害
の
被
害
者
に
性
質
及
び
程
度
の
異
な
る
特
定
原
子
力
損
害
が
同
時
に
生
じ
、
そ

の
賠
償
の
請
求
に
時
間
を
要
す
る
こ
と
等
に
よ
り
、
特
定
原
子
力
損
害
に
係
る
賠
償
請
求
権
の
行
使
に
困
難
を
伴
う
場
合
が
あ
る
こ

と
と
い
う
二
つ
の
課
題
に
鑑
み
、
ⅰ
特
定
原
子
力
損
害
の
被
害
者
が
早
期
か
つ
確
実
に
賠
償
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る

た
め
の
体
制
を
国
が
構
築
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
と
と
も
に
、
ⅱ
特
定
原
子
力
損
害
に
係
る
賠
償
請
求
権
の
消
滅
時
効
等
の
特
例

を
規
定
す
る
こ
と
を
か
か
げ
る（
（（
（

（
一
条
）。
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そ
の
上
で
本
法
は
国
に
対
し
、
前
記
ⅰ
対
策
と
し
て
、
ａ
国
の
行
政
機
関
に
お
け
る
特
定
原
子
力
損
害
の
賠
償
の
円
滑
化
の
た
め

の
体
制
の
整
備
、
ｂ
紛
争
の
迅
速
な
解
決
の
た
め
の
原
子
力
損
害
賠
償
紛
争
審
査
会
及
び
裁
判
所
の
人
的
体
制
の
充
実
、
ｃ
原
子
力

損
害
賠
償
支
援
機
構
（
現
在
の
原
子
力
損
害
賠
償
・
廃
炉
等
支
援
機
構
）
に
よ
る
相
談
体
制
及
び
情
報
提
供
体
制
の
強
化
、
そ
し
て

ｄ
そ
の
他
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
を
求
め
て
い
る
（
二
条
）。

　

そ
し
て
ⅱ
に
つ
い
て
は
、
特
定
原
子
力
損
害
に
係
る
賠
償
請
求
権
に
関
す
る
民
法
七
二
四
条
の
適
用
の
場
合
、
イ
同
条
前
段
の
三

年
を
一
般
債
権
（
民
法
一
六
七
条
一
項
）
と
同
じ
「
一
〇
年
」
に
、
ロ
同
条
後
段
の
不
法
行
為
の
時
を
「
損
害
が
生
じ
た
時
」
と
読

み
替
え
る
こ
と
に
し
た
（
三
条
）。

３　

考
察

（
一
）
短
期
消
滅
時
効
の
延
長

　

本
法
は
、
原
子
力
損
害
賠
償
請
求
権
の
時
効
消
滅
の
お
そ
れ
に
対
す
る
被
害
者
の
不
安
感
を
払
拭
す
る
た
め
、
あ
る
程
度
長
期
間

に
わ
た
り
時
効
期
間
を
延
長
す
る
必
要
性
が
あ
る
と
し
て
、
一
般
債
権
の
消
滅
時
効
を
参
考
に
一
〇
年
と
い
う
時
効
期
間
を
設
定
し

た（
（（
（

。

　

三
年
の
短
期
消
滅
時
効
に
つ
い
て
は
、
既
述
し
た
よ
う
な
（
二
２
（
一
）
ⅰ
～
ⅲ
）
存
在
理
由
を
有
す
る
が
、
ⅰ
避
難
中
で
あ
っ

た
り
住
所
地
へ
の
立
入
り
を
制
限
さ
れ
た
被
害
者
は
時
間
が
経
過
し
な
く
て
も
証
拠
収
集
の
困
難
に
さ
ら
さ
れ
て
お
り
、「
権
利
の

上
に
眠
る
者
」
と
は
言
え
な
い（
（（
（

。
ⅱ
今
も
被
害
が
継
続
し
て
い
る
状
況
か
ら
し
て
、
被
害
者
の
憤
怒
の
感
情
が
鎮
静
化
し
て
い
る
と

は
と
て
も
言
え
な
い
。
ⅲ
東
電
は
消
滅
時
効
に
つ
い
て
柔
軟
な
対
応
を
す
る
と
表
明
し
て
お
り
、
被
害
者
の
権
利
行
使
が
も
は
や
な

い
と
信
頼
す
る
立
場
に
な
い（
（（
（

。
し
た
が
っ
て
、
本
件
事
故
の
原
子
力
損
害
賠
償
請
求
は
短
期
消
滅
時
効
を
適
用
す
べ
き
ケ
ー
ス
で
は
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な
い
と
思
わ
れ
る
。
そ
の
意
味
で
、
時
効
期
間
を
延
長
す
る
こ
と
は
被
害
者
救
済
に
資
す
る
。

（
二
）
消
滅
時
効
の
起
算
点

　

も
っ
と
も
、
時
効
期
間
を
い
く
ら
長
く
し
た
と
し
て
も
時
効
の
進
行
が
は
や
く
な
っ
て
は
本
末
転
倒
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
時
効

の
起
算
点
が
重
要
で
あ
る
が
、
本
法
で
は
特
に
民
法
七
二
四
条
前
段
の
修
正
は
さ
れ
な
か
っ
た
。

　

こ
の
点
に
つ
き
、
過
去
の
判
例（
（（
（

を
分
析
し
た
上
で
、
被
害
者
が
「
加
害
者
及
び
損
害
」
を
主
観
的
に
認
識
す
る
だ
け
で
は
な
く
、

被
害
者
が
訴
え
る
こ
と
が
現
実
に
期
待
で
き
る
時
、
本
件
事
故
で
は
被
害
者
が
損
害
賠
償
額
の
算
定
が
可
能
に
な
る
時
を
起
算
点
に

す
べ
き
と
い
う
見
解
が
あ
る（
（（
（

。
解
釈
論
と
し
て
は
賛
同
で
き
る
が
、
そ
れ
で
あ
る
な
ら
や
は
り
起
算
点
に
つ
い
て
も
現
実
的
権
利
行

使
可
能
性
を
要
件
に
加
え
て
修
正
す
べ
き
で
あ
っ
た
と
思
わ
れ
る
。
も
っ
と
も
、
本
件
事
故
に
お
い
て
は
、
そ
も
そ
も
権
利
行
使
の

困
難
性
か
ら
か
ん
が
み
て
被
害
者
の
認
識
を
重
視
す
る
起
算
点
の
設
定
自
体
が
不
合
理
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
本
件
事
故
で
は
主

観
的
起
算
点
は
採
用
す
べ
き
で
な
く
、
そ
れ
を
設
定
す
る
民
法
七
二
四
条
前
段
は
適
用
す
べ
き
で
は
な
い
。

（
三
）
除
斥
期
間
の
起
算
点

　

他
方
、
民
法
七
二
四
条
後
段
の
除
斥
期
間
に
つ
い
て
は
、
期
間
は
維
持
す
る
代
わ
り
に
起
算
点
を
「
不
法
行
為
時
」
か
ら
「
損
害

発
生
時
」
に
遅
ら
せ
る
修
正
が
な
さ
れ
た
。

　

こ
れ
は
、
鉱
業
法
に
お
け
る
損
害
賠
償
請
求
権
の
期
間
制
限
で
も
導
入
さ
れ
て
お
り
（
一
一
五
条
一
項
）、
判
例（
（（
（

も
「
身
体
に
蓄

積
し
た
場
合
に
人
の
健
康
を
害
す
る
こ
と
と
な
る
物
質
に
よ
る
損
害
や
、
一
定
の
潜
伏
期
間
が
経
過
し
た
後
に
症
状
が
現
れ
る
損
害

の
よ
う
に
、
当
該
不
法
行
為
に
よ
り
発
生
す
る
損
害
の
性
質
上
、
加
害
行
為
が
終
了
し
て
か
ら
相
当
の
期
間
が
経
過
し
た
後
に
損
害

が
発
生
す
る
場
合
に
は
、
当
該
損
害
の
全
部
又
は
一
部
が
発
生
し
た
時

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

が
除
斥
期
間
の
起
算
点
と
な
る
と
解
す
べ
き
で
あ
る
」
と
し

て
、
潜
伏
性
や
遅
発
性
・
晩
発
性
の
損
害
に
つ
い
て
は
除
斥
期
間
の
起
算
点
を
遅
ら
せ
る
判
断
を
示
し
た
。
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原
子
力
損
害
に
つ
い
て
も
、
既
に
健
康
被
害
の
よ
う
に
潜
伏
性
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る（
（（
（

が
、
本
法
は
そ
の
よ
う
な
問

題
を
救
済
す
る
意
味
が
あ
る
。

　

し
か
し
、
起
算
点
が
修
正
さ
れ
て
も
、
期
間
の
法
的
性
質
が
一
切
の
中
断
効
を
認
め
な
い
と
さ
れ
る
除
斥
期
間
で
あ
れ
ば
そ
の
効

果
は
半
減
さ
れ
る
。
こ
の
点
、
以
前
か
ら
民
法
七
二
四
条
後
段
に
つ
い
て
も
消
滅
時
効
と
解
す
る
見
解（
（（
（

が
主
張
さ
れ
て
お
り
、
そ
の

よ
う
に
解
す
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。

（
四
）
期
間
制
限
一
本
化
の
必
要
性

　

以
上
の
よ
う
な
、
民
法
七
二
四
条
の
二
重
の
期
間
制
限
の
問
題
は
、
①
期
間
の
法
的
性
質
、
②
期
間
の
長
さ
、
③
起
算
点
の
問
題

に
集
約
さ
れ
る
。
そ
し
て
、
既
に
述
べ
た
よ
う
に
本
件
事
故
の
原
子
力
損
害
賠
償
請
求
権
に
つ
い
て
、
主
観
的
起
算
点
は
採
用
す
べ

き
で
は
な
い
と
考
え
る
。
そ
の
上
で
、
損
害
の
潜
在
性
か
ら
期
間
は
で
き
る
だ
け
長
く
、
そ
し
て
中
断
や
停
止
を
正
面
か
ら
適
用
で

き
る
消
滅
時
効
と
解
す
る
こ
と
が
必
要
だ
と
思
わ
れ
る
。

　

そ
こ
で
、
本
件
事
故
の
原
子
力
損
害
賠
償
請
求
権
に
は
民
法
七
二
四
条
前
段
は
適
用
せ
ず
、
同
条
後
段
を
消
滅
時
効
と
解
し
た
上

で
損
害
発
生
時
を
起
算
点
と
す
る
こ
と
で
期
間
制
限
を
一
本
化
す
る
こ
と
を
提
案
し
た
い
。

　

で
は
、
ど
の
程
度
の
損
害
の
発
生
で
時
効
は
起
算
し
は
じ
め
る
の
か
。
こ
れ
は
損
害
の
意
義
や
性
質
論
に
か
か
わ
る
。
今
後
の
課

題
と
し
た
い
。

五　

お
わ
り
に

　

現
在
進
行
中
の
民
法
債
権
法
改
正
で
は
、
民
法
第
七
二
四
条
前
・
後
段
の
法
的
性
質
を
消
滅
時
効
と
し
た
上
で
、
人
の
生
命
ま
た

は
身
体
を
害
す
る
不
法
行
為
に
よ
る
損
害
賠
償
請
求
権
に
つ
い
て
新
た
に
特
則
を
設
け
、
被
害
者
又
は
そ
の
法
定
代
理
人
が
損
害
及
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び
加
害
者
を
知
っ
た
時
か
ら
「
五
年
」
と
「
権
利
を
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
る
時
」
か
ら
「
二
〇
年
」
の
消
滅
時
効
と
す
る
案
が
出

さ
れ
て
い
る（
（（
（

。
そ
の
改
正
作
業
中
に
起
き
た
今
回
の
原
子
力
損
害
賠
償
請
求
権
の
期
間
制
限
の
問
題
は
、
今
後
こ
れ
ま
で
の
期
間
制

限
に
つ
い
て
の
不
合
理
の
改
正
へ
の
一
つ
の
布
石
に
な
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

〈
キ
ー
ワ
ー
ド
〉
東
京
電
力
株
式
会
社
福
島
第
一
・
第
二
原
子
力
発
電
所
事
故　

原
子
力
損
害
賠
償　

民
法
七
二
四
条　

期
間
制
限　

消
滅
時
効　

除
斥
期
間

註（
１
）
復
興
庁
が
把
握
し
、
公
表
し
た
直
近
の
福
島
県
内
へ
の
避
難
者
数
は

七
四
、
一
三
九
人
（
団
体
含
む
。
平
成
二
七
年
一
月
一
五
日
現
在
）

で
あ
り
、
福
島
県
外
に
避
難
し
て
い
る
者
は
四
五
、
七
三
五
人
（
同
）

に
上
る
（http://w

w
w
.reconstruction.go.jp/topics/m

ain-
cat2/sub-cat2-1/20150130_hinansha.pdf

）。

（
２
）
こ
の
点
に
つ
き
、
原
子
力
損
害
賠
償
紛
争
審
査
会
は
、
東
電
の
対
応

だ
け
で
な
く
、
被
災
地
に
お
け
る
就
労
支
援
や
医
療
、
福
祉
サ
ー
ビ

ス
の
充
実
な
ど
政
府
等
に
よ
る
復
興
施
策
の
着
実
な
実
施
を
求
め
る

（「
東
京
電
力
株
式
会
社
福
島
第
一
、
第
二
原
子
力
発
電
所
事
故
に
よ

る
原
子
力
損
害
の
範
囲
の
判
定
等
に
関
す
る
中
間
指
針
第
四
次
追
補

（
避
難
指
示
の
長
期
化
等
に
係
る
損
害
に
つ
い
て
）」
三
頁
（
二
〇
一

三
年
一
二
月
二
六
日
）（http://w

w
w
.m
ext.go.jp/com

ponent/
a_m

en
u
/scien

ce/d
etail/__icsF

iles/afield
fi

le/2013/12/27/1329116_011_1.pdf

））。

（
３
）
東
電
の
被
害
者
か
ら
の
請
求
書
受
付
件
数
（
延
べ
件
数
）
は
、
個
人

約
七
二
二
、
〇
〇
〇
件
、
個
人
（
自
主
的
避
難
等
に
係
る
損
害
）
約

一
、
三
〇
二
、
〇
〇
〇
件
、
法
人
・
個
人
事
業
主
な
ど
約
三
一
一
、

〇
〇
〇
件
で
あ
る
の
に
対
し
、
本
賠
償
件
数
（
延
べ
件
数
）
は
、
個

人
約
六
四
三
、
〇
〇
〇
件
、
個
人
（
自
主
的
避
難
等
に
係
る
損
害
）

約
一
、
二
八
九
、
〇
〇
〇
件
、
法
人
・
個
人
事
業
主
な
ど
約
二
七
一
、

〇
〇
〇
件
で
あ
り
、
仮
払
補
償
金
も
含
め
た
支
払
い
総
額
は
四
兆
六
、

九
四
〇
億
円
に
上
る
（
平
成
二
七
年
二
月
二
〇
日
現
在
）（http://

w
w
w
.tepco.co.jp/fukushim

a_hq/com
pensation/im

ages/
jisseki01-j.pdf

）。

（
４
）
平
成
二
三
年
九
月
一
日
の
申
立
て
受
付
開
始
以
来
の
原
賠
Ａ
Ｄ
Ｒ
へ

の
申
立
件
数
累
計
は
九
、
一
五
四
件
と
な
っ
た
（
平
成
二
五
年
一
二

月
末
現
在
）。
一
方
、
申
立
人
数
累
計
は
弁
護
士
代
理
に
よ
る
大
規
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模
な
集
団
申
立
て
が
あ
っ
た
こ
と
も
あ
り
、
三
九
、
一
七
五
人
に
上

っ
た
。
そ
の
う
ち
、
既
済
件
数
累
計
は
、
和
解
成
立
五
、
一
三
〇
、

和
解
打
切
り
七
〇
一
、
取
下
げ
六
九
七
、
及
び
却
下
一
で
合
計
六
、

五
二
九
件
で
あ
り
、
未
済
件
数
累
計
は
二
、
六
二
五
件
で
あ
っ
た

（
同
）。
平
均
審
理
期
間
は
約
七
ヵ
月
（
和
解
案
提
案
ま
で
で
約
六
ヵ

月
）
で
あ
る
。
審
理
期
間
の
長
期
化
に
つ
き
原
賠
Ａ
Ｄ
Ｒ
側
は
、
人

的
体
制
の
不
十
分
さ
を
理
由
に
挙
げ
、
平
成
二
五
年
前
半
に
申
立
て

が
あ
っ
た
事
件
に
つ
い
て
は
、
約
半
数
の
事
件
が
約
五
ヵ
月
以
内
に

和
解
案
の
提
案
が
な
さ
れ
、
約
六
ヵ
月
以
内
に
事
件
の
終
了
に
至
っ

て
い
る
と
す
る
（http://w

w
w
.m
ext.go.jp/com

ponent/a_
m
en
u
/scien

ce/d
etail/__icsF

iles/afield
fi

le/2014/08/19/1347876_004_1.pdf
）。

（
５
）
松
本
克
美
「
民
法
七
二
四
条
後
段
の
二
〇
年
の
期
間
の
性
質
と
信
義

則
違
反
・
権
利
の
濫
用
―
米
軍
不
発
弾
処
理
事
件
最
高
裁
判
決
」
ジ

ュ
リ
ス
ト
九
五
九
号
一
〇
九
頁
以
下
（
一
九
九
〇
年
）〔
同
『
時
効

と
正
義
―
消
滅
時
効
・
除
斥
期
間
論
の
新
た
な
胎
動
』（
日
本
評
論
社
、

二
〇
〇
二
年
）
所
収
、
三
八
七
頁
以
下
〔
三
九
六
頁
〕〕。

（
６
）
公
訴
時
効
と
は
、
一
定
の
期
間
経
過
に
よ
っ
て
公
訴
（
特
定
の
刑
事

事
件
に
つ
き
裁
判
所
の
審
判
を
求
め
る
検
察
官
に
よ
る
意
思
表
示
）

の
提
起
が
で
き
な
く
な
る
制
度
で
あ
る
。
公
訴
時
効
が
完
成
す
る
と

免
訴
判
決
（
刑
事
訴
訟
法
三
三
七
条
四
号
）
が
言
い
渡
さ
れ
る
結
果
、

刑
に
服
す
る
こ
と
か
ら
免
れ
る
。
な
お
、
刑
の
時
効
（
刑
法
三
一
条

以
下
）
は
刑
の
言
渡
し
を
受
け
た
の
ち
一
定
の
期
間
経
過
に
よ
っ
て

そ
の
執
行
が
免
除
さ
れ
る
制
度
で
あ
っ
て
、
公
訴
の
時
効
と
は
区
別

さ
れ
る
（
田
口
守
一
『
刑
事
訴
訟
法
〔
第
六
版
〕』
一
八
七
頁
（
弘

文
堂
、
二
〇
一
二
年
））。

（
７
）
四
宮
和
夫
＝
能
見
善
久
『
民
法
総
則
〔
第
八
版
〕』
三
五
五
頁
（
弘

文
堂
、
二
〇
一
〇
年
）。

（
８
）
川
島
武
宜
編
『
注
釈
民
法
（
五
）
総
則
（
五
）』
一
二
頁
〔
川
島
武
宜
〕

（
有
斐
閣
、
一
九
六
七
年
）。

（
９
）
我
妻
榮
『
新
訂
民
法
総
則
（
民
法
講
義
Ⅰ
）』
四
三
七
頁
（
岩
波
書
店
、

一
九
六
五
年
）。

（
10
）
も
っ
と
も
、
そ
の
期
間
内
に
権
利
の
一
定
の
行
使
が
あ
れ
ば
、
そ
の

権
利
は
存
続
す
る
こ
と
が
予
定
さ
れ
て
い
る
と
し
て
、
除
斥
期
間
を

権
利
の
行
使
を
限
定
す
る
期
間
で
あ
る
と
す
る
見
解
も
有
力
で
あ
る

（
川
島
武
宜
『
民
法
総
則
』
五
七
三
頁
（
有
斐
閣
、
一
九
六
五
年
））。

（
11
）
四
宮
＝
能
見
・
前
掲
注
（
７
）
三
八
七
頁
。

（
12
）
最
判
平
成
元
年
一
二
月
二
一
日
民
集
四
三
巻
一
二
号
二
二
〇
九
頁
（
民

法
七
二
四
条
後
段
の
二
〇
年
期
間
に
つ
き
）。

（
13
）
四
宮
＝
能
見
・
前
掲
注
（
７
）
三
八
九
頁
。

（
14
）
梅
謙
次
郎
『
訂
正
増
補
民
法
要
義
巻
之
一
総
則
編
〔
第
三
三
版
〕』

三
七
〇
頁
（
有
斐
閣
、
一
九
一
一
年
）。

（
15
）
四
宮
＝
能
見
・
前
掲
注
（
７
）
三
九
九
頁
。

（
16
）
我
妻
・
前
掲
注
（
９
）
同
頁
。

（
17
）
民
法
七
二
四
条
後
段
の
二
〇
年
期
間
に
つ
き
、
最
判
平
成
一
〇
年
六

月
一
二
日
民
集
五
二
巻
四
号
一
〇
八
七
頁
（
民
法
一
五
八
条
（
成
年

被
後
見
人
（
旧
禁
治
産
者
）
と
時
効
の
停
止
）
の
ケ
ー
ス
）、
最
判

平
成
二
一
年
四
月
二
八
日
民
集
六
三
巻
四
号
八
五
三
頁
（
民
法
一
六
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〇
条
（
相
続
財
産
に
関
す
る
時
効
の
停
止
）
の
ケ
ー
ス
）。

（
18
）
科
学
技
術
庁
原
子
力
局
監
修
『
原
子
力
損
害
賠
償
制
度
〔
改
訂
版
〕』

五
二
頁
（
通
商
産
業
研
究
社
、
一
九
九
一
年
）、
日
本
弁
護
士
連
合

会
編
『
原
発
事
故
・
損
害
賠
償
マ
ニ
ュ
ア
ル
』
九
四
頁
（
日
本
加
除

出
版
、
二
〇
一
一
年
）。

（
19
）
岡
松
参
太
郎
『
註
釈
民
法
理
由
下
巻
債
権
編
』
次
五
〇
四
頁
（
有
斐

閣
、
一
八
九
七
年
）、
梅
謙
次
郎
『
訂
正
増
補
民
法
要
義
巻
之
三
債

権
編
〔
第
三
三
版
〕』
九
一
七
頁
（
有
斐
閣
、
一
九
一
二
年
）、
森
島

昭
夫
『
不
法
行
為
法
講
義
』
四
二
九
頁
（
有
斐
閣
、
一
九
八
七
年
）。

（
20
）
末
川
博
「
不
法
行
為
に
よ
る
損
害
賠
償
請
求
権
の
時
効
」
法
学
論
叢

二
八
巻
三
号
三
二
五
頁
以
下
、
同
巻
六
号
八
六
一
頁
以
下
（
一
九
三

二
年
）（
同
『
権
利
侵
害
と
権
利
濫
用
』（
岩
波
書
店
、
一
九
七
〇
年
）

所
収
、
六
三
四
頁
以
下
〔
六
四
八
頁
〕）。

（
21
）
内
池
慶
四
郎
「
不
法
行
為
に
よ
る
損
害
賠
償
請
求
権
の
時
効
起
算
点

―
被
害
者
に
お
け
る
認
識
の
原
理
と
そ
の
限
界
―
」
法
学
研
究
四
四

巻
三
号
一
一
一
頁
以
下
（
一
九
七
一
年
）〔
同
『
不
法
行
為
責
任
の

消
滅
時
効
―
民
法
第
七
二
四
条
論
―
』（
成
文
堂
、
一
九
九
三
年
）

所
収
、
一
頁
以
下
〔
三
五
頁
〕（
以
下
同
書
で
引
用
す
る
）〕。

（
22
）
松
久
三
四
彦
「
消
滅
時
効
」
山
田
卓
生
編
『
新
・
現
代
損
害
賠
償
法

講
座
第
一
巻
総
論
』
二
五
五
頁
（
日
本
評
論
社
、
一
九
九
七
年
）〔「
不

法
行
為
損
害
賠
償
請
求
権
の
短
期
消
滅
時
効
」
に
改
題
の
上
、
同
『
時

効
制
度
の
構
造
と
解
釈
』（
有
斐
閣
、
二
〇
一
一
年
）
所
収
、
四
五

一
頁
〔
四
五
二
頁
以
下
〕〕。

（
23
）
も
っ
と
も
、
②
の
起
算
点
の
解
釈
次
第
で
二
〇
年
期
間
が
過
ぎ
れ
ば

権
利
行
使
の
機
会
が
な
い
間
に
損
害
賠
償
請
求
権
を
失
う
こ
と
が
あ

り
得
る
。

（
24
）
森
島
・
前
掲
注
（
19
）
同
頁
。

（
25
）
前
掲
注
（
12
）。

（
26
）
日
本
弁
護
士
連
合
会
編
・
前
掲
注
（
18
）
同
頁
。

（
27
）
大
連
判
昭
和
一
五
年
一
二
月
一
四
日
民
集
一
九
巻
二
三
二
五
頁
（
土

地
の
不
法
占
拠
の
事
例
）。

（
28
）
こ
の
場
合
の
期
間
の
計
算
は
、
判
例
（
最
判
昭
和
五
七
年
一
〇
月
一

九
日
民
集
三
六
巻
一
〇
号
二
一
六
三
頁
）
に
よ
り
、
民
法
の
原
則
通

り
初
日
は
不
算
入
と
な
る
（
同
法
一
三
八
条
、
一
四
〇
条
）。
よ
っ
て
、

二
〇
一
一
年
三
月
一
二
日
午
前
〇
時
か
ら
時
効
の
進
行
が
開
始
す
る
。

（
29
）
豊
永
晋
輔
「
原
子
力
損
害
賠
償
請
求
権
行
使
の
期
間
制
限
（
上
）
―

消
滅
時
効
、
除
斥
期
間
」
Ｎ
Ｂ
Ｌ
一
〇
〇
四
号
二
八
頁
以
下
（
二
〇

一
三
年
）、
香
川
崇
「
原
子
力
損
害
賠
償
紛
争
審
査
会
に
よ
る
和
解

仲
介
手
続
の
利
用
に
係
る
時
効
の
中
断
の
特
例
に
関
す
る
法
律
」
法

学
教
室
四
〇
一
号
五
六
頁
以
下
（
二
〇
一
四
年
）、
齋
藤
由
起
「
原

子
力
損
害
早
期
賠
償
及
び
時
効
特
例
法
」
法
学
教
室
四
〇
七
号
五
六

頁
以
下
（
二
〇
一
四
年
）。

（
30
）http://w

w
w
.tepco.co.jp/com

p/im
ages/13020401.pdf

。

（
31
）
日
弁
連
「
東
京
電
力
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
事
故
に
よ
る
損
害
賠

償
請
求
権
の
消
滅
時
効
に
つ
い
て
特
別
の
立
法
措
置
を
求
め
る
意
見

書
」（
二
〇
一
三
年
四
月
一
八
日
）（http://w

w
w
.nichibenren.

or.jp/library/ja/opinion/report/data/2013/
opinion_130418.pdf

）。
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（
32
）「
第
一
八
三
回
国
会
衆
議
院
文
部
科
学
委
員
会
会
議
録
第
五
号
」
二

頁
〔
下
村
文
部
科
学
大
臣
趣
旨
説
明
〕（
二
〇
一
三
年
五
月
一
〇
日
）、

片
山
達
也
「
原
賠
Ａ
Ｄ
Ｒ
時
効
中
断
特
例
法
の
制
定
」
時
の
法
令
一

九
四
〇
号
六
一
頁
以
下
（
二
〇
一
三
年
）。

（
33
）
な
お
、
衆
議
院
文
部
科
学
委
員
会
の
審
議
の
際
、
本
件
事
故
の
原
子

力
損
害
賠
償
請
求
権
に
つ
い
て
、
民
法
七
二
四
条
前
段
の
規
定
は
適

用
し
な
い
と
す
る
本
法
の
修
正
案
が
提
案
さ
れ
た
が
、
否
決
さ
れ
た

（「
第
一
八
三
回
国
会
衆
議
院
文
部
科
学
委
員
会
会
議
録
第
六
号
」
一

五
頁
以
下
（
二
〇
一
三
年
五
月
一
七
日
））。

（
34
）
片
山
・
前
掲
注
（
32
）
六
三
頁
、
香
川
・
前
掲
注
（
29
）
五
九
頁
。

（
35
）
Ａ
Ｄ
Ｒ
に
お
け
る
時
効
中
断
効
に
つ
い
て
は
、
森
田
宏
樹
「
裁
判
外

紛
争
解
決
手
続
に
対
す
る
時
効
中
断
効
の
付
与
」
平
井
宜
雄
古
希
『
民

法
学
に
お
け
る
法
と
政
策
』
一
二
七
頁
以
下
（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
七

年
）、
香
川
・
前
掲
注
（
29
）
同
頁
以
下
参
照
。

（
36
）
齋
藤
・
前
掲
注
（
29
）
五
七
頁
。

（
37
）
片
山
・
前
掲
注
（
32
）
六
四
頁
。

（
38
）
水
上
貴
央
「
福
島
第
一
原
発
事
故
損
害
賠
償
に
お
け
る
時
効
延
長
立

法
の
必
要
性
と
立
法
プ
ロ
セ
ス
に
お
け
る
法
的
論
点
」
青
山
法
務
研

究
論
集
八
号
二
一
頁
以
下
〔
二
九
頁
〕（
二
〇
一
四
年
）。

（
39
）http://w
w
w
.tepco.co.jp/com

p/im
ages/13062501.pdf

。

（
40
）
日
弁
連
「
東
京
電
力
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
事
故
に
よ
る
損
害
賠

償
請
求
権
の
時
効
期
間
を
延
長
す
る
特
別
措
置
法
の
制
定
を
求
め
る

意
見
書
」（
二
〇
一
三
年
七
月
一
八
日
）（http://w

w
w
.

nichibenren.or.jp/library/ja/opinion/report/data/2013/

opinion_130718.pdf

）。

（
41
）
前
掲
注
（
33
）
一
六
頁
、「
第
一
八
三
回
国
会
参
議
院
文
教
科
学
委

員
会
会
議
録
第
七
号
」
一
五
頁
以
下
（
二
〇
一
三
年
五
月
二
八
日
）。

（
42
）
皆
川
治
之
「
原
賠
早
期
賠
償
特
例
法
に
つ
い
て
」
Ｌ
Ｉ
Ｂ
Ｒ
Ａ
一
四

巻
三
号
四
六
頁
（
二
〇
一
四
年
）。

（
43
）
皆
川
・
前
掲
注
（
42
）
四
七
頁
。

（
44
）
皆
川
・
前
掲
注
（
42
）
四
九
頁
。

（
45
）
齋
藤
・
前
掲
注
（
29
）
六
〇
頁
、
水
上
・
前
掲
注
（
38
）
三
一
頁
以

下
。

（
46
）
水
上
・
前
掲
注
（
38
）
三
二
頁
。

（
47
）
最
大
判
昭
和
四
五
年
七
月
一
五
日
民
集
二
四
巻
七
号
七
七
一
頁
（
一

般
債
権
の
消
滅
時
効
起
算
点
に
つ
き
）、
最
判
昭
和
四
八
年
一
一
月

一
六
日
民
集
二
七
巻
一
〇
号
一
三
七
四
頁
。

（
48
）
香
川
・
前
掲
注
（
29
）
六
〇
頁
以
下
。

（
49
）
最
判
平
成
一
六
年
四
月
二
七
日
民
集
五
八
巻
四
号
一
〇
三
二
頁
。

（
50
）
松
本
克
美
「
原
子
力
損
害
と
消
滅
時
効
」
立
命
館
法
学
三
四
七
号
二

二
〇
頁
以
下
〔
二
三
二
頁
〕（
二
〇
一
三
年
）。

（
51
）
内
池
・
前
掲
注
（
21
）
54
頁
等
。

（
52
）「
民
法
（
債
権
関
係
）
の
改
正
に
関
す
る
要
綱
仮
案
（
案
）」
七
頁

（http://w
w
w
.m
oj.go.jp/content/000126619.pdf

）。


